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1. 平成30年3月期の連結業績（平成29年4月1日～平成30年3月31日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年3月期 731,775 6.9 29,265 46.3 28,000 75.8 19,675 73.4

29年3月期 684,537 4.7 20,009 △19.0 15,924 △27.5 11,349 1.8

（注）包括利益 30年3月期　　15,926百万円 （△27.1％） 29年3月期　　21,839百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当た

り当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

30年3月期 95.55 ― 6.4 2.1 4.0

29年3月期 55.11 ― 3.9 1.2 2.9

（参考） 持分法投資損益 30年3月期 656百万円 29年3月期 369百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

30年3月期 1,330,226 312,564 23.5 1,516.51

29年3月期 1,301,267 303,879 23.3 1,474.31

（参考） 自己資本 30年3月期 312,291百万円 29年3月期 303,615百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

30年3月期 123,512 △81,955 △31,757 52,218

29年3月期 81,739 △60,379 △16,186 42,518

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

29年3月期 ― 0.00 ― 20.00 20.00 4,151 36.3 1.4

30年3月期 ― 15.00 ― 15.00 30.00 6,226 31.4 2.0

31年3月期(予想) ― ― ― ― ― ―

(注) 平成31 年3 月期の配当については、未定としております。

3. 平成31年 3月期の連結業績予想（平成30年 4月 1日～平成31年 3月31日）

伊方発電所３号機の運転再開時期を見通すことが困難であることから、未定としております。

今後、業績予想が可能となった時点で、速やかにお知らせいたします。



※ 注記事項

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　無

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　無

② ①以外の会計方針の変更 　：　無

③ 会計上の見積りの変更 　：　無

④ 修正再表示 　：　無

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年3月期 223,086,202 株 29年3月期 223,086,202 株

② 期末自己株式数 30年3月期 17,159,023 株 29年3月期 17,148,762 株

③ 期中平均株式数 30年3月期 205,932,895 株 29年3月期 205,940,670 株

（注）１株当たり当期純利益(連結)の算定上の基礎となる株式数については、添付資料の20 ページ「１株当たり情報」をご覧ください。

（参考）個別業績の概要

1. 平成30年3月期の個別業績（平成29年4月1日～平成30年3月31日）

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年3月期 654,368 6.7 19,497 61.7 19,602 87.9 14,395 75.0

29年3月期 613,198 4.3 12,060 △18.0 10,432 △21.8 8,227 34.0

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

30年3月期 69.35 ―

29年3月期 39.64 ―

(2) 個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

30年3月期 1,259,971 279,922 22.2 1,348.65

29年3月期 1,239,942 275,942 22.3 1,329.41

（参考） 自己資本 30年3月期 279,922百万円 29年3月期 275,942百万円

2. 平成31年 3月期の個別業績予想（平成30年 4月 1日～平成31年 3月31日）

伊方発電所３号機の運転再開時期を見通すことが困難であることから、未定としております。

今後、業績予想が可能となった時点で、速やかにお知らせいたします。

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

・ 本資料に記載されている将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

なお、業績予想および配当予想に関する事項については、添付資料の6 ページ「２．次期の見通し」をご参照ください。

・ 当社は、平成３０年５月２日（水）に機関投資家・アナリスト向け説明会を開催する予定です。この説明会で配布する決算説明資料については、開催後速

やかに当社ホームページに掲載する予定です。
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１．経 営 成 績 

Ⅰ．当期の概要 

（１）経 営 成 績 

① 電 力 需 要 

電灯電力需要は、前年度に比べ ２.２％減の ２５１億２０百万 kWhとなりました。 
このうち、電灯は、冬季の低気温による暖房需要の増などから、１.６％増となりました。

電力は、業務用電力が契約電力の減少等により ７.８％減となったほか、産業用の大口電力
が自家発稼働の影響等により ０.７％減となったことなどから、４.３％減となりました。 
また、他社販売等は、前年度に比べ ２.４％増の ４８億５１百万 kWhとなりました。 
この結果、総販売電力量は、前年度に比べ １.５％減の ２９９億７１百万 kWh となりま 

した。 
(単位：百万kWh、％) 

 ２８年度 

（Ａ） 

２９年度 

（Ｂ） 

比   較 

前年差（Ｂ－Ａ） 伸び率 

電    灯 ９,０８１  ９,２２４    １４３   １.６  

電    力 

（うち業務用電力） 

（うち大口電力） 

１６,６１５  

（ ５,７１３） 

（ ７,３００） 

１５,８９６  

（ ５,２６８） 

（ ７,２４８） 

△ ７１９   

（△ ４４５） 

（△  ５２） 

 △ ４.３  

（△ ７.８） 

（△ ０.７） 

電 灯 電 力 計 ２５,６９７  ２５,１２０  △ ５７７   △ ２.２  

他社販売等 ４,７３８   ４,８５１   １１３   ２.４  

総販売電力量 ３０,４３５   ２９,９７１   △ ４６４   △ １.５  

 (注) 決算日において未確定であるインバランス電力量は含めていない。 

② 電 力 供 給 

原子力発電電力量は、伊方発電所３号機の稼働日数が減少したことなどから、前年度に比
べ １８.０％減の ４０億５５百万 kWhとなりました。また、水力発受電電力量は、前年度並
みの ３４億８百万 kWhとなり、新エネ発受電電力量は、１４.８％増の ３２億５９百万 kWh
となりました。 
この結果、火力発受電電力量は、前年度並みの ２１９億６６百万 kWhとなりました。 

(単位：百万 kWh、％) 

 ２８年度 

（Ａ） 

２９年度 

（Ｂ） 

比   較 

前年差（Ｂ－Ａ） 伸び率 

出 水 率  110.0%  104.1%  △  5.9%   

水   力 ３,４６３   ３,４０８   △   ５５  △   １.６  

伊方3号利用率  63.4%  52.0%  △ 11.4%   

原 子 力 ４,９４５   ４,０５５   △  ８９０  △  １８.０  

火   力 ２２,０３０  ２１,９６６  △         ６４  △  ０.３  

（石   炭） （１６,０１０） （１５,４９７） （△  ５１３） （△  ３.２） 

（Ｌ  Ｎ  Ｇ） （ １,９６１） （ ２,３３４） （   ３７３） （  １９.０） 

（石 油 ほ か） （ ４,０６０） （ ４,１３５） （    ７５） （   １.８） 

新 エ ネ ２,８４０  ３,２５９  ４１９  １４.８  

(注) 決算日において未確定であるインバランス電力量は含めていない。 
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③ 収   支 
 

営業収益(売上高)は、電灯電力需要は減少しましたが、燃料費調整額や再生可能エネルギー
固定価格買取制度に基づく賦課金や交付金の増加などにより、前年度に比べ ４７２億円
(6.9％)増収の ７,３１７億円となりました。 

営業費用は、燃料価格の上昇や原子力発電量の減少等により、需給関連費(燃料費＋購入電力
料)が増加したほか、修繕費なども増加しましたが、退職給付に係る数理計算上の差異の償却減
により人件費が減少したことから、前年度に比べ ３８０億円(5.7％)の増加にとどまり、 
７,０２５億円となりました。 

この結果、営業利益は、９２億円増益の ２９２億円、経常利益は、１２１億円増益の      
２８０億円、また、親会社株主に帰属する当期純利益は、８３億円増益の １９６億円となりま
した。 

 

(注)［ ］内は、四国電力単独決算値を表示している。 

〈参考〉燃料価格の諸元 

石炭ＣＩＦ  81 ＄/  t 102 ＄/  t  21 ＄/  t 

原油ＣＩＦ  48 ＄/  b 57 ＄/  b  9 ＄/  b 

為替レート 108 円/ ＄ 111 円/＄ 3 円/＄ 

(単位：億円、％) 

 ２８年度 

（Ａ） 
２９年度 

（Ｂ） 

比   較 

前年差（Ｂ－Ａ） 伸び率 

営 

業 

収 

益 

電
気
事
業 

電 灯 電 力 収 入 4,712 4,912 200  4.2 

他社販売収入 ほ か 1,309 1,512 203 15.5 

小  計 6,022 6,424 402 6.7 

そ の 他 事 業 822 892 70 8.5 

合    計 [6,131]  6,845 [6,543]  7,317 [  412]    472 [   6.7]     6.9 

営 
 

業 
 

費 
 

用 

電 

気 

事 

業 

人 件 費 705 537 △ 168 △ 23.9 

需
給
関
連
費 

燃 料 費 694 842 148 21.3 

購入電力料 1,553 1,791 238 15.3 

小  計 2,247 2,634 387 17.2 

減 価 償 却 費 593 574 △  19 △  3.1 

修 繕 費 589 652 63 10.7 

原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用 119 128 9 7.8 

そ の 他 費 用 1,640 1,692 52 3.1 

小  計 5,895 6,218 323 5.5 

そ の 他 事 業 749 806 57  7.6 

合   計 [6,011]  6,645 [6,348]  7,025 [  337]    380 [  5.6]     5.7 

営 業 利 益 [ 120]    200 [ 194]    292 [   74]     92 [  61.7]    46.3 

 支 払 利 息 ほ か 40 12 △ 28 △ 69.0 

経 常 利 益 [ 104]    159 [ 196]    280 [  92]    121 [  87.9]   75.8 

 渇 水 準 備 金 (引当)  △   2 (取崩)      0    2 － 

 法 人 税 ほ か 43 83 40 92.6 

親会社株主に帰属する 
当 期 純 利 益 

[  82]    113 [ 143]   196 [   61]     83 [  75.0]    73.4 
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（２）財 政 状 態 

① 資産・負債・純資産 

資産は、伊方発電所２号機の廃止決定に伴う再処理等拠出金の引当等を原子力廃止関連仮勘定

に計上したことや、手元資金の増加などから、前年度末に比べ ２９０億円増加の １兆３,３０２
億円となりました。 

 
負債は、社債・借入金は減少しましたが、伊方発電所２号機の廃止決定に伴う再処理等拠出金

の引当などから、前年度末に比べ ２０３億円増加の １兆１７６億円となりました。 
 

純資産は、利益の確保などから、前年度末に比べ ８７億円増加の ３,１２５億円となりまし
た｡ 

 
 (単位：億円) 

 
２８年度末 
（Ａ） 

２９年度末 
（Ｂ） 

増    減 
（Ｂ－Ａ） 

資             産 
（うち  事 業 用 資 産  ）
（うち  原子力廃止関連仮勘定 ） 
（うち  手   元   資   金） 

１３,０１２ 
（  ８,２９４） 
（    ２１４） 
（    ４２５） 

１３,３０２ 
（  ８,２２９） 
（    ４４６） 
（    ５２２） 

２９０ 
（ △    ６５） 
（    ２３２） 
（     ９７） 

負             債 
（うち  社 債 ・ 借 入 金  ） 
（うち  未 払 費 用 等） 

９,９７３ 
（  ７,０７７） 
（  ２,８９６） 

１０,１７６ 
（  ６,８３２） 
（  ３,３４４） 

２０３ 
（ △  ２４５） 
（    ４４８） 

純        資        産 
（うち  利 益 剰 余 金  ） 
（うち  その他の包括利益累計額  ） 

３,０３８ 
（  １,４７３） 
（    １６９）  

３,１２５ 
（  １,５９８） 
（    １３１） 

８７ 
（     １２５） 
（ △   ３８） 
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② キャッシュ・フロー 

営業キャッシュ・フローは、利益の確保や減価償却による回収などから １,２３５億円の収入と  

なりました。 

投資キャッシュ・フローは、伊方発電所に係る安全対策工事や西条発電所１号機リプレース  

工事などから ８１９億円の支出となり、この結果、フリー・キャッシュ・フローは、４１５億円

の収入となりました。 

一方、財務キャッシュ・フローは、社債・借入金の削減や配当金の支払いなどから       

３１７億円の支出となり、手元資金が ９７億円増加しました。 

 
(注)プラスは収入、△は支出    (単位：億円) 

 
２８年度 

（Ａ） 

２９年度 

（Ｂ） 

前 年 差 

（Ｂ－Ａ） 

営業キャッシュ･ 

フロー 

経 常 利 益 １５９ ２８０  

減 価 償 却 費 ６９１ ６７１  

そ の 他 △   ３３  ２８３  

計 ８１７ １,２３５ ４１８ 

投資キャッシュ･ 

フロー 

設 備 投 資 △ ６３２ △ ８０３  

投 融 資 ２８ △  １６  

計 △ ６０３ △ ８１９  △ ２１６ 

フリー・キャッシュ・フロー ２１３ ４１５  ２０２ 

財務キャッシュ･

フロー 

社債･借入金削減額 △ １２０ △ ２４５  

配 当 金 支 払 額 △  ４１ △  ７２  

自 己 株 式 取 得 額 △   ０ △   ０  

計 △ １６２ △ ３１７  
    

手 元 資 金 の 増 加 額 ５０ ９７ 

 

（３）利 益 配 分 

① 基本方針 
 

   安定的な配当の実施を株主還元の基本とし、業績水準や財務状況、中長期的な事業環境など

を総合的に勘案して判断してまいります。 
 
 

② 配  当 
 

２９年度の中間配当は、１株当たり１５円としました。 

期末配当についても、１株当たり１５円を予定しています。 
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Ⅱ．次期の見通し 

（１） 業   績 

伊方発電所３号機の運転再開時期を見通すことが困難であることから、未定としております。 
今後、業績予想が可能となった時点で、速やかにお知らせいたします。 

 
 
（２） 配   当 

中間、期末ともに未定としております。 

今後、配当予想が可能となった時点で、速やかにお知らせいたします。 
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２．会計基準の選択に関する基本的な考え方 

 

当社グループの主たる事業は電気事業であることから、当社の連結財務諸表は、「連結財務諸

表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 51年大蔵省令第 28号）に基づき、「電気事業

会計規則」（昭和 40年通商産業省令第 57号）に準じて作成しています。 

国際会計基準(IFRS)については、わが国の適用動向を注視している状況であり、今後の適用に

ついては未定です。 
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３．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成30年３月31日) 

資産の部    

固定資産 1,113,337 1,125,589 

有形及び無形固定資産 851,030 873,562 

水力発電設備 59,864 64,893 

汽力発電設備 86,128 78,981 

原子力発電設備 117,835 105,326 

送電設備 134,680 129,373 

変電設備 80,525 79,196 

配電設備 205,795 204,558 

その他の固定資産 110,316 105,457 

建設仮勘定及び除却仮勘定 34,411 55,278 

原子力廃止関連仮勘定 21,472 44,675 

使用済燃料再処理関連加工仮勘定 - 5,822 

核燃料 119,951 113,363 

装荷核燃料 10,838 - 

加工中等核燃料 109,113 113,363 

投資その他の資産 142,355 138,662 

長期投資 77,405 68,086 

繰延税金資産 31,202 30,291 

退職給付に係る資産 1,643 4,421 

その他 32,153 35,896 

貸倒引当金 △50 △34 

流動資産 187,930 204,636 

現金及び預金 42,518 56,807 

受取手形及び売掛金 85,011 88,458 

たな卸資産 26,424 28,965 

繰延税金資産 10,777 8,838 

その他 25,971 23,812 

貸倒引当金 △2,773 △2,245 

資産合計 1,301,267 1,330,226 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成30年３月31日) 

負債の部    

固定負債 710,905 739,426 

社債 289,978 289,981 

長期借入金 257,616 281,055 

退職給付に係る負債 27,112 27,133 

資産除去債務 102,491 103,912 

その他 33,707 37,342 

流動負債 278,622 270,406 

1年以内に期限到来の固定負債 144,978 115,201 

短期借入金 18,000 - 

支払手形及び買掛金 33,635 39,357 

未払税金 6,898 19,476 

その他 75,109 96,370 

特別法上の引当金 7,860 7,828 

渇水準備引当金 7,860 7,828 

負債合計 997,388 1,017,661 

純資産の部    

株主資本 286,667 299,101 

資本金 145,551 145,551 

資本剰余金 35,198 35,198 

利益剰余金 147,384 159,832 

自己株式 △41,467 △41,480 

その他の包括利益累計額 16,948 13,189 

その他有価証券評価差額金 7,414 5,510 

繰延ヘッジ損益 8,237 5,805 

為替換算調整勘定 2,061 1,730 

退職給付に係る調整累計額 △765 143 

非支配株主持分 264 273 

純資産合計 303,879 312,564 

負債純資産合計 1,301,267 1,330,226 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成28年４月１日から 
  平成29年３月31日まで) 

当連結会計年度 
(平成29年４月１日から 
  平成30年３月31日まで) 

営業収益 684,537 731,775 

電気事業営業収益 602,243 642,495 

その他事業営業収益 82,293 89,279 

営業費用 664,528 702,510 

電気事業営業費用 589,589 621,899 

その他事業営業費用 74,938 80,610 

売上原価 64,860 69,314 

販売費及び一般管理費 10,078 11,296 

営業利益 20,009 29,265 

営業外収益 5,245 7,114 

受取配当金 1,432 1,696 

受取利息 912 483 

有価証券売却益 0 1,223 

為替差益 1,679 2,036 

持分法による投資利益 369 656 

その他 851 1,017 

営業外費用 9,330 8,379 

支払利息 8,561 7,621 

有価証券評価損 2 1 

その他 765 756 

経常利益 15,924 28,000 

渇水準備金引当又は取崩し 234 △32 

渇水準備金引当 234 - 

渇水準備引当金取崩し（貸方） - △32 

税金等調整前当期純利益 15,689 28,032 

法人税、住民税及び事業税 1,742 4,687 

法人税等調整額 2,587 3,659 

法人税等合計 4,329 8,347 

当期純利益 11,359 19,685 

非支配株主に帰属する当期純利益 9 9 

親会社株主に帰属する当期純利益 11,349 19,675 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年４月１日から 
 平成29年３月31日まで) 

当連結会計年度 
(平成29年４月１日から 
 平成30年３月31日まで) 

当期純利益 11,359 19,685 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 658 △1,932 

繰延ヘッジ損益 △1,557 △2,432 

為替換算調整勘定 △351 △331 

退職給付に係る調整額 11,775 1,062 

持分法適用会社に対する持分相当額 △45 △124 

その他の包括利益合計 10,479 △3,758 

包括利益 21,839 15,926 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 21,829 15,917 

非支配株主に係る包括利益 9 9 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 145,551 35,198 140,164 △41,460 279,454 

当期変動額           

剰余金の配当     △4,130   △4,130 

親会社株主に帰属する
当期純利益     11,349   11,349 

自己株式の取得       △7 △7 

自己株式の処分     △0 0 0 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額）           

当期変動額合計 － － 7,219 △6 7,212 

当期末残高 145,551 35,198 147,384 △41,467 286,667 

 

               

  その他の包括利益累計額 
非支配株
主 持 分 

純 資 産 
合 計   

その他有価証券 
評 価 差 額 金 繰延ヘッジ損益 

為 替 換 算 
調 整 勘 定 

退職給付に係る 
調 整 累 計 額 

その他の包括利
益 累 計 額 合 計 

当期首残高 6,788 9,795 2,413 △12,529 6,468 254 286,177 

当期変動額               

剰余金の配当             △4,130 

親会社株主に帰属する
当期純利益             11,349 

自己株式の取得             △7 

自己株式の処分             0 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 

625 △1,557 △351 11,763 10,479 9 10,489 

当期変動額合計 625 △1,557 △351 11,763 10,479 9 17,702 

当期末残高 7,414 8,237 2,061 △765 16,948 264 303,879 
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当連結会計年度（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 145,551 35,198 147,384 △41,467 286,667 

当期変動額           

剰余金の配当     △7,227   △7,227 

親会社株主に帰属する
当期純利益     19,675   19,675 

自己株式の取得       △14 △14 

自己株式の処分     △0 0 0 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額）           

当期変動額合計 － － 12,447 △13 12,434 

当期末残高 145,551 35,198 159,832 △41,480 299,101 

 

               

  その他の包括利益累計額 
非支配株
主 持 分 

純 資 産 
合 計   

その他有価証券 
評 価 差 額 金 

繰延ヘッジ損益 
為 替 換 算 
調 整 勘 定 

退職給付に係る 
調 整 累 計 額 

その他の包括利
益 累 計 額 合 計 

当期首残高 7,414 8,237 2,061 △765 16,948 264 303,879 

当期変動額               

剰余金の配当             △7,227 

親会社株主に帰属する
当期純利益             19,675 

自己株式の取得             △14 

自己株式の処分             0 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 

△1,904 △2,432 △331 909 △3,758 9 △3,749 

当期変動額合計 △1,904 △2,432 △331 909 △3,758 9 8,685 

当期末残高 5,510 5,805 1,730 143 13,189 273 312,564 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成28年４月１日から 
 平成29年３月31日まで) 

当連結会計年度 
(平成29年４月１日から 
 平成30年３月31日まで) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 15,689 28,032 

減価償却費 69,179 67,199 

原子力発電施設解体費 1,916 1,927 

原子力廃止関連仮勘定償却費 308 308 

核燃料減損額 4,267 3,643 

固定資産除却損 2,886 2,837 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 2,156 279 

使用済燃料再処理等引当金の増減額（△は減少） △5,792 － 

使用済燃料再処理等準備引当金の増減額 

（△は減少） 
228 － 

未払使用済燃料再処理等拠出金の増減額 

（△は減少） 
△10,053 － 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △159 △543 

渇水準備引当金の増減額（△は減少） 234 △32 

使用済燃料再処理等積立金の増減額（△は増加） 1,337 － 

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） 12,795 △1,554 

売上債権の増減額（△は増加） △7,345 △3,447 

たな卸資産の増減額（△は増加） 498 △2,253 

仕入債務の増減額（△は減少） 710 5,722 

持分法による投資損益（△は益） △369 △656 

支払利息 8,561 7,621 

その他 △6,541 20,994 

小計 90,509 130,078 

利息及び配当金の受取額 3,076 2,338 

利息の支払額 △8,703 △7,723 

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △3,143 △1,181 

営業活動によるキャッシュ・フロー 81,739 123,512 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

固定資産の取得による支出 △63,580 △80,507 

固定資産の売却による収入 323 450 

資産除去債務の履行による支出 － △243 

投融資による支出 △615 △3,087 

投融資の回収による収入 2,245 5,388 

定期預金の預入による支出 － △10,162 

定期預金の払戻による収入 1,246 6,206 

投資活動によるキャッシュ・フロー △60,379 △81,955 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

社債の発行による収入 40,000 60,000 

社債の償還による支出 △20,000 △90,000 

長期借入れによる収入 22,029 75,796 

長期借入金の返済による支出 △53,962 △52,162 

短期借入金の純増減額（△は減少） － △18,000 

配当金の支払額 △4,130 △7,227 

自己株式の取得による支出 △6 △13 

その他 △116 △151 

財務活動によるキャッシュ・フロー △16,186 △31,757 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △96 △99 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,077 9,700 

現金及び現金同等物の期首残高 37,441 42,518 

現金及び現金同等物の期末残高 42,518 52,218 
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（５）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  

① 連結の範囲に関する事項 

連結子会社  ９社 

㈱ＳＴＮｅｔ、四電エンジニアリング㈱、㈱四電技術コンサルタント、四電エナジーサービス㈱、

坂出ＬＮＧ㈱、SEP International Netherlands B.V.、四国計測工業㈱、四電ビジネス㈱、 

㈱四国総合研究所 
 

非連結子会社 ９社  

 頴娃風力発電㈱、㈱ケーブルメディア四国、ケーブルテレビ徳島㈱、テクノ・サクセス㈱、 

㈱阿部鐵工所、四国航空㈱、伊方サービス㈱、㈱よんでんメディアワークス、 

㈱よんでんライフケア 
 

非連結子会社は、その総資産、売上高、当期純損益、利益剰余金等の規模からみて、これらを連結の

範囲から除いても、連結財務諸表に及ぼす影響に重要性がない。 
 

② 持分法の適用に関する事項 

非連結子会社９社及び関連会社 11 社のうち、関連会社㈱四電工に対する投資について、持分法を  

適用している。 

持分法を適用しない関連会社は次の 10社である。 

 土佐発電㈱、三崎ウィンド・パワー㈱、㈱大川原ウインドファーム、橘火力港湾サービス㈱、 

YN Energy Pty Ltd、S4 Chile SpA、四変テック㈱、㈱宇多津給食サービス、 

㈱徳島市高ＰＦＩサービス、㈱松山学校空調ＰＦＩサービス 
 

持分法適用外の非連結子会社９社及び関連会社 10 社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等に 

及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としてもその影響に重要性がない。 
 

③ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は、SEP International Netherlands B.V.１社であり、

12 月 31 日を決算日としている。なお、連結財務諸表の作成にあたっては、当該連結子会社の決算日  

現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に重要な取引が生じた場合には、連結上必要な調整を行う

こととしている。 
 

④ 会計方針に関する事項 

(ｲ)重要な資産の評価基準及び評価方法 

a 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの ･･･････ 決算日の市場価格等に基づく時価法 

                      （評価差額は全部純資産直入法により処理） 

時価のないもの ･･･････ 移動平均法による原価法 

b たな卸資産 

発電用燃料及び電力量計････ 総平均法による原価法 

                      （貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価 

切下げの方法） 

未成工事支出金 ･･･････････ 個別法による原価法 

                      （貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価 

切下げの方法） 

その他のたな卸資産 ･･･････ 移動平均法による原価法 

                      （貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価 

切下げの方法） 
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 (ﾛ)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

a 償却方法 

有形固定資産 ･････････････ 主として定率法 

無形固定資産 ･････････････ 定額法 

b 耐用年数 

法人税法に定める耐用年数 

 

(ﾊ)重要な引当金の計上基準 

a 貸倒引当金 

売掛債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別の回収可能性に基づき、回収不能見込額を計上している。 

 

b 渇水準備引当金 

渇水による損失に備えるため、渇水準備引当金に関する省令(平成 28 年経済産業省令 

第 53号)に基づき計上している。 

 

(ﾆ)退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付に係る資産及び退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務及び年金資産に基づいて計上している。なお、退職給付債務の算定

にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法については、主として

給付算定式基準によっている。 

過去勤務費用は、主として発生連結会計年度に費用処理している。 

数理計算上の差異は、主として発生連結会計年度の翌連結会計年度に一括費用処理している。 

 

(ﾎ)重要なヘッジ会計の方法 

実需取引に基づいて発生する原債権・債務や今後の予定取引に係る金利変動リスク・為替変動

リスク等を回避するため、金利スワップ、為替予約等のデリバティブ取引を活用している。 

当該取引に、繰延ヘッジ処理を適用している。なお、為替予約等について振当処理の要件を  

満たしている場合には振当処理を、金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場合 

には特例処理を適用している。 

(ﾍ)のれんの償却方法及び償却期間 

のれんは、その効果の発現する期間にわたり均等償却することとしている。 

 

(ﾄ)連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における現金及び現金同等物は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日

から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなる。 

 

(ﾁ)その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

a 原子力発電施設の資産除去債務の費用計上方法 

    「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律｣に規定された特定原子力発電  

施設の廃止措置について資産除去債務を計上している。なお、これに対応する除去費用は、 

｢資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第 21 号 平成 20 年  

３月 31日)第８項（特別の法令等により除去に係る費用を適切に計上する方法がある場合）

を適用し、「原子力発電施設解体引当金に関する省令」（平成元年通商産業省令第 30 号）の   

規定に従い、費用計上している。 
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b 原子力廃止関連仮勘定への振替・計上方法及び費用計上方法 

エネルギー政策の変更等に伴って原子炉を廃止する場合において、原子炉の運転を廃止した

時に当該原子炉の運転のために保全が必要な固定資産の帳簿価額（原子力特定資産（運用する

原子炉を廃止しようとする場合において、原子炉の運転を廃止した時に当該原子炉の運転のた

めに保全が必要な固定資産のうち、原子炉の運転に伴い核燃料物質（原子力基本法第３条第２

号に規定する核燃料物質をいう。）によって汚染されたもの及び運転を廃止した後も維持管理

することが必要な固定資産をいい、建設仮勘定に計上された固定資産（原子炉の運転を廃止し

た後に竣工するものに限る。）を含み、資産除去債務相当資産を除く。）の帳簿価額を除き、建

設仮勘定に計上された固定資産（原子炉の運転を廃止した後に竣工しないものに限る。）の帳

簿価額を含む。）及び当該原子炉に係る核燃料の帳簿価額（処分見込額を除く。）並びに当該原

子炉の廃止に伴って生ずる使用済燃料再処理等拠出金費及び当該核燃料の解体に要する費用

に相当する額については、「電気事業会計規則」により、経済産業大臣の承認に係る申請書を

提出のうえ、原子力廃止関連仮勘定に振り替え、又は計上することとしている。また、振り替

え、又は計上した原子力廃止関連仮勘定は、同承認を受けた日以降、料金回収に応じて、原子

力廃止関連仮勘定償却費により償却している。 

 

c使用済燃料の再処理等の実施に要する拠出金の計上方法 

原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施に要する費用は、「原子力発電における使

用済燃料の再処理等のための積立金の積立て及び管理に関する法律の一部を改正する法律」

（平成 28 年法律第 40 号、以下「改正法」という｡）に規定する拠出金を、原子力発電所の運

転に伴い発生する使用済燃料の量に応じて電気事業営業費用として計上している。 

なお、平成 17 年度に実施した引当金計上基準の変更に伴い生じた差異の未償却残高（前連

結会計年度末 9,715百万円、当連結会計年度末 6,477百万円）については、「電気事業会計規

則等の一部を改正する省令」（平成 28 年経済産業省令第 94 号）附則第４条に基づき、使用済

燃料に係る拠出金として納付し、電気事業営業費用として計上している。 

また、拠出金には改正法第２条の規定により使用済燃料の再処理関連加工に係る拠出金が含

まれており、当該拠出金については、使用済燃料再処理関連加工仮勘定に整理している。 

 

 

d  消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

e  連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用している。 
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（６）追加情報 

（原子力発電施設解体引当金に関する省令の改正） 

平成 30 年４月１日に「原子力発電施設解体引当金に関する省令等の一部を改正する省令」（平成 30

年経済産業省令第 17号）が施行され、「原子力発電施設解体引当金に関する省令」が改正された。 

従来、特定原子力発電施設の廃止措置に係る資産除去債務に対応する除去費用は、「原子力発電施設

解体引当金に関する省令」に基づき、原子力発電施設解体費の総見積額を発電設備の見込運転期間に安

全貯蔵期間を加えた期間にわたり、定額法により費用計上する方法によっていたが、この省令の改正に

より、同施行日以降は、見込運転期間にわたり定額法により費用計上する方法に変更することとなる。 

ただし、エネルギー政策の変更や安全規制の変更等に伴って、原子炉を廃止する場合は、特定原子力

発電施設の廃止日の属する月から起算して 10年を経過する月までの期間にわたり、定額法で費用計上

することとなる。 

 

 

（伊方発電所２号機の廃止決定並びに電気事業会計規則に基づく原子力特定資産及び原子力廃止関連 

仮勘定の承認申請書の提出について） 

 

当社は、平成 30年３月 27日開催の取締役会において、伊方発電所２号機を廃止する旨を決議し、同

日、「電気事業会計規則」に基づき、経済産業大臣に原子力特定資産承認申請書及び原子力廃止関連仮

勘定承認申請書を提出した。 

これに伴い、当該原子炉に係る原子力特定資産の帳簿価額 6,478 百万円を引き続き原子力発電設備 

に計上している。また、当該原子炉の運転のために保全が必要な固定資産の帳簿価額（原子力特定資産

の帳簿価額を除き、建設仮勘定に計上された固定資産（原子炉の運転を廃止した後に竣工しないものに

限る。）の帳簿価額を含む。）8,808百万円及び原子力廃止関連費用相当額（当該原子炉の廃止に伴って

生ずる使用済燃料再処理等拠出金費（使用済燃料再処理等既発電費を除く。）及び当該核燃料の解体に

要する費用に相当する額。）14,702百万円を原子力廃止関連仮勘定に振り替え、又は計上している。 
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（７）連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 
 

該当事項はない。 

 

（セグメント情報） 
 

①報告セグメントの概要 

当社グループは、「電気事業」、「情報通信事業」、「建設・エンジニアリング事業」及び「エネルギー事

業」を報告セグメントとしている。 

 

②報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一である。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値である。セグメント間

の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいている。 

 

③報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

 
当連結会計年度(平成 29年４月 1日から平成 30年３月 31日まで)             （単位：百万円） 

  

報告セグメント 
その他 

(注1) 
合 計 

調整額 

(注2) 

連結財務 

諸表計上額 

(注3) 
電気事業 

情報通信 
事 業 

建 設 ･
エンジニアリング
事 業 

エネルギー 
事 業 計 

売   上   高 
  

  
     

  外部顧客への売上高 642,495 27,657 28,496 16,707 715,357 16,418 731,775 － 731,775 

  

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

1,277 9,375 27,877 4,816 43,346 29,653 72,999 △ 72,999 － 

計 643,773 37,032 56,374 21,523 758,703 46,071 804,775 △ 72,999 731,775 

セグメント利益 18,098 5,052  2,224 1,766 27,141 1,905 29,047 218  29,265 

セグメント資産 1,244,987 38,643 35,017 45,587 1,364,235 50,187 1,414,422 △ 84,196 1,330,226 

その他の項目 
  

  
     

  
減価償却費 
(核燃料減損額を含む) 

61,286 5,073 295 3,190 69,845 2,599 72,444 △  1,601 70,842 

  

有形固定資産及び 
無形固定資産の増加額 

78,223 4,555 219 678 83,677 1,769 85,446 △  1,411 84,034 

 
（注）１．「その他」は、業務の種類を勘案して区分した事業セグメントのうち、報告セグメントに含まれてい

ない製造事業、商事業、不動産事業及び研究開発事業である。 

２．セグメント利益の調整額 218百万円、セグメント資産の調整額 △84,196百万円、減価償却費の調整

額 △1,601百万円、有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額 △1,411百万円は、セグメン

ト間取引消去である。 

３．セグメント間取引消去後のセグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と一致している。 
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（１株当たり情報） 
 

項 目 
前連結会計年度 

(平成 28年４月 １日から 
 平成 29年３月 31日まで) 

当連結会計年度 
(平成 29年４月 １日から 
 平成 30年３月 31日まで) 

１株当たり純資産額 1,474円 31銭     1,516円 51銭     

１株当たり当期純利益金額 55円 11銭     95円 55銭     

(注 1) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため、記載していない。 
(注 2) １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

 

 
前連結会計年度 

(平成 28年４月 １日から 
 平成 29年３月 31日まで) 

当連結会計年度 
(平成 29年４月 １日から 
 平成 30年３月 31日まで) 

親会社株主に帰属する当期純利益

金額 
(百万円) 11,349          19,675          

普通株主に帰属しない金額 (百万円) －          －          

普通株式に係る親会社株主に帰属

する当期純利益金額 
(百万円) 11,349        19,675        

普通株式の期中平均株式数 ( 千株 ) 205,941        205,933        

 

 

（重要な後発事象） 
 

該当事項はない。 
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